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社会保障の規模と政府の役割  
一国際比較からのアプローチー  

加 藤 久 和  

政策と相反するものとなる懸念も生じる。   

本稿の目的は，社会保障支出の拡大が経済成長  

にブレーキをかける可能性を伴うものかどうかを，  

匡‖祭比較の視点を踏まえて，実証的に解明するこ  

とにある。最初に社会保障支出の規模に関する国  

別比較や時系列推移を整理した後に，社会支出の  

拡大が生産要素諸要因にもたらす効果をパネル分  

析によって示し，次いでこれらを統合して経済成  

長への影響を検証する。  

ⅠⅠ社会保障規模の拡大：国別比較と時系列推移  

1政府の役割と社会保障支出  

（1）政府の役割と社会保障制度   

一般に政府の役割には，①資源配分機能，②所  

得再分配機能，③経済安定化機能の3つがあると  

される。一方，社会保障制度は年金保険，医療保  

険といった社会保険や，公的扶助あるいは社会福  

祉などの諸制度の総称として捉えることができる。  

政府が社会保障制度を運営する理由は，制度その  

ものが①の資源配分機能や②の所得再分配機能と  

関連していることにある2）。例えば，年金や医療  

サービスなどには情報の非対称性が存在すること  

から，民間では十分な供給が期待できないため，  

政府が資源配分政策の一環として社会保険を道営  

している。また，自分や他の人の責任に帰するこ  

とのできない事情で稼得能力を失った場合にセー  

フティ・ネットを備えておくことは，ナショナル・  

ミニマムの観点からも不可欠であり，こうした制  

度は所得再分配政策として実施される。高齢化の  

進行は年金や医療などの社会保険に村する需要を   

Ⅰ は じ め に  

わが国を含む先進諸国における高齢化の進行は，  

年金や医療などの社会保険支出の増加を促し，ま  

た雇用政策の充実やセーフティ・ネットの強化等  

は，これに伴う社会支出の拡大をもたらしている。  

社会保障として括られるこれらの諸制度は，各国  

によってその内容が異なるものの，社会保障制度  

に関連する移転支出の規模は，1980年代以降，総  

じて拡大しつつある。移転支出の拡大は，政府に  

よる所得再分配政策の充実として位置づけられる  

が，同時に資源の再配分政策の促進としても理解  

できる。   

社会保障制度に関連する移転支出の拡大は，一  

方で国民負担の増加を伴う。国民負担の増加は，  

経済成長に負の効果をもたらすとしたいくつかの  

先行研究（例えば古川他（2000），上村（2001），内  

閣府（2003），茂呂（2004）など）がある1）。しかし  

ながら国民負担の増加が，長期的な経済成長に対  

して及ぼす影響のメカニズムは，現在のところ，十  

分に解明されたとは言いがたい。本稿では国民負  

担ではなく，社会保障支出の増加に注目する。社  

会保障に関連する支出の拡大が，供給面からみた  

経済成長の諸要因に与えるインパクトを通じて，経  

済成長への影響を捉えるとした接近方法を採用す  

る。社会保障に関する移転支出の増加が経済成長  

に負の効果を持つことが一般に観察されるのであ  

れば，政府の所得再分配政策や資源配分政策の推  

進は，政府のもう一つの役割であるマクロ経済の  

安定化機能，あるいは持続的な成長に村する裁量  
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OECDのデータベースの方が広い範囲の支出を算  

入している。例えば，当該データベースによる  

2001年度のわが国の社会支出の総額は89．3兆円で  

あるのに対し，「社会保障給付費」では83．6兆円と  

計上されている。   

OECDのデータベースは，加盟30カ国（2001年  

現在）の1980～2001年の21年間の社会支出が掲載  

されている。但し，このうち旧東欧諸国に所属す  

るチェコ，ハンガリー，スロバキア及びポーラン  

ドの4カ国については欠損値が多いことから以下  

の分析からは除外することとした。そのため，実  

証分析に用いる国は，26カ国となる4）。この26カ  

国についても21年間のデータがすべて揃っている  

わけではない。したがってパネル・データとして  

はアンバランスド・パネルとならざるを得ない。  

2 社会保障支出の規模と推移  

（1）データの概要   

対象とする26カ国における社会支出の増加率や  

規模について概観する。社会支出の規模について  

は，社会支出と（名目）GDPとの比率をその指標  

とする。はじめに，社会支出の規模をクロスセク  

ションでみておこう。1980年時点のデータがある  

23カ国の中でこの比率をみると，デンマークが  

29．1％と最大であり，スウェーデン28．8％，オラ  

ンダ26．9％などと続く。日本は23カ国中22番目  

の規模で，社会支出のGDPに対する比率は10．2％  

にすぎない。データベースの最終年にあたる2001  

年では25カ国のデータが揃っているが，デンマー  

クが29．2％と同じく最大の規模を維持しており，  

次いでスウェーデン28．9％，フランス28．5％など  

であった。日本は2001年時点で16．9％と20年間  

で6．7ポイント増加しているものの，25カ国中21  

番目である。ちなみに，日本よりもこの指標が小  

さい国は，アメリカ，アイルランド，メキシコ，  

韓国である。   

次に，サンプル期間となる21年間の時系列推移  

から（実質）社会支出の推移をながめておく5）。こ  

の期間に欠損値のない22カ国のうち，社会支出が  

もっとも増加した国はポルトガルであり，年平均  

増加率は6．3％であった。次いでオーストラリア   
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資料）OECD（2004），“SocialExpendituredatabase’’．  

図126カ国の社会支出の平均と標準偏差  

増加させている。また，最低賃金，基礎年金，生  

活保護といった諸制度の充実は，社会的にも望ま  

れる政策であろう。このような経済社会的事情を  

背景に，各国政府は社会保障関連支出を拡大して  

きた。このような政府の役割の拡大は，マクロ経  

済にどのような影響を及ぼすと考えられるだろう  

か。また，（卦の短期的な経済安定機能，あるいは  

長期的な経済成長の持続といったことと相反する  

側面はないだろうか。この点を実証的に考察する  

ことが本稿の目的である。  

（2）社会保障支出と使用するデータベース   

社会保障として位置づけられる諸制度は，国に  

よって異なる。年金制度は各国独自の形態で運営  

されており，またアメリカのような一般的な医療  

保険制度がない国やイギリスやスウェーデンなど  

のように公的に医療供給が行われている国もある。  

こうした各国の制度内容に違いはあるものの，続  

一した規格によって整備された統計として，OECD  

が2004年に発表した“SocialExpendituredatabase  

198（ト2001”が利用可能である3）。社会保障制度関連  

の支出（以下，社会支出とする）の分析にはこれを  

用いることとしたい。   

OECDのデータベースに基づく社会支出は，高  

齢者向け支出（老齢年金を含む），遺族向け支出，  

障害者関連支出，健康（医療）関連支出，家族向け  

支出，雇用改善政策支出，失業支出，住宅関連，  

その他の九つの分類となっている。わが国で一般  

的に利用される「社会保障給付費」（国立社会保  

障・人口問題研究所）と比べると，施設費など  
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5．6％，ギリシア5．3％と続き，日本はこれに続い  

て4番目に増加率が高く，年平均増加率は5．0％で  

あった。なお，実質社会支出の増加率の低い国は  

スウェーデン，デンマーク，オランダなど比較的  

社会支出の規模の大きな国々であった。  

1980～2001年の社会支出の規模の平均と分散の  

推移を示したものが図1である6）。1980年時点の  

平均は17．9％であったが，1990年には19．4％，  

2001年では21．3％に増加している。一方，各国の  

社会支出の規模のちらばりを標準偏差で表すと，  

図1にあるように1990年代以降標準偏差が縮小し  

ていることがみてとれる。標準偏差の値は，1980  

年の6．3％から1990年には7．3％に上昇したが，  

2001年には5．8％まで低下している。近年，OECD  

諸国の社会支出の規模は拡大すると同時に，国別  

の格差が縮小する傾向にあることがうかがえる7）。  

（2）高齢化と社会支出の規模   

社会支出の規模の変化は，その国の高齢化の度  

合いとどの程度関係しているのだろうか。この点  

を検討するため，図2に，65歳以上人口比率と社  

会支出の規模との関連を措いた郎。図2は横軸に  

65歳以上人口比率，縦軸に社会支出の規模をと  

り，1980～2001年までの利用可能な466のデータ  

をプールしたものであり，両者には正の関係がう  

かがえる。プーリング・データとして社会支出規  

模を65歳以上人口比率の上に回帰すると，（1）式の  

ような推定式が得られた（調整済み決定係数は  

0．218であった）。  

50左方T＝0．085＋0．9971×AC且  （1）  

（7．75）（11．42）   

ここでSOEXTは社会支出の規模，AGEは65歳  

以上人口比率であり，（）内はf値を示している。  

（1）式から，65歳以上人口比率の上昇は，ほぼ同  

じだけの社会支出の規模の拡大をもたらしてきた  

ことがみてとれる。このことは，高齢化の進展と  

ともに，政府は資源配分や所得再分配といったそ  

の役割の拡大を余儀なくされているとも解釈でき  

よう。   

図2を眺めると，対象とした26カ国のうち，い  

くつかの国々は特異な値を示していることもわか  

る。国中に示してあるように，スウェーデン，  

社会支出／GDP（％）  
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資料）OECD（2004），“SocialExpendituredatabase”，“lAbor  

MarketStatistics”．  

図2 社会支出比率と高齢化  

フィンランド，ノルウェーの北欧3カ国は他の  

国々と比較して社会支出の規模が大きく，また韓  

国，トルコは他の国々と比べると社会支出の規模  

が低くなっている。これら5ケ国を除いて両者の関  

係を推定すると（サンプル数は382），（1）′式が得  

られた（調整済み決定係数は0．465であった）。  

50属方r＝0．006＋1．5128×AC属－   （1）′  

（0．54）（18．21）   

定数項は0と異なるという帰無仮説が棄却でき  

ず，したがってほぼ比例的に高齢化と社会支出規  

模が増加していることがわかる。また，65歳以上  

比率の係数も26カ国すべてを含む場合に比べ大き  

くなっている。   

なお，図2で日本は最も右下に位置している。  

これは国際比較の視点からすると，高齢化の進展  

に比較して，社会支出規模の拡大が緩やかである  

ことを示す。  

ⅠⅠⅠ社会支出の拡大と成長要因への影響  

1社会支出の拡大と経済への影響   

社会支出の拡大は経済成長にどのような効果を  

もたらすと考えられるだろうか。また，その効果  

は経済成長にプラスに働くのか，それともマイナ  

スに働くのであろうか。この点を検証するために  

は，二段階での考察が必要である。第一は，経済  

成長の要因となる生産要素の変動に対して，社会  

支出がどのような影響を及ぼすかという点である。   
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これは，社会保障制度の拡充による所得再分配の  

促進が経済成長を高めるというように解釈するこ  

とも可能である。  

2 パネル分析の適用と実証分析の結果  

（1）パネル分析の適用   

OECD26カ国のデータについて，クロスセク  

ションの効果を取り入れたパネル分析を適用し，  

社会支出の規模が貯蓄率や労働力人口といった生  

産要素に及ぼす影響を示す。   

データベースの分析手法としては，クロスセク  

ション（ここではOECD26カ国）の異質性を考慮  

するかどうか，考慮するならばクロスセクション  

の異質性をどのように考えるかによって以下の三  

つの推定方法に分かれる。   

第一の方法は，クロスセクションに異質性は存  

在しないとして，パネル・データをプールして分  

析する，プーリング・モデル（共通定数項モデル）  

と称される手法である。yを被説明変数，ズを説明  

変数とし，添え字fでクロスセクションを代表さ  

せ，添え字fで時間を示すこととすると，プーリ  

ング・モデルは（2）式で示される。  

乾＝α＋餌′＋均′  （2）   

第二は，異質性を導入するが，その異質性は定  

数項ダミーによって表されるとする固定効果モデ  

ル（uDVモデル）である。（2）式のプーリング・  

モデルでは定数項がクロスセクションで共通で  

あったが，固定効果モデルでは26カ国の異質性は  

それぞれの定数項ダミーで表されると考える。固  

定効果モデルは（3）式のとおりである。  

乾＝αf＋餌f＋勒  （3）   

これに加えて，（4）式にあるように，クロスセク  

ションの異質性は撹乱項の一部として示されると  

する，変量効果モデルがある。撹乱項はクロスセ  

クション特有の項と一般の撹乱項の二つから構成  

されるため，分散不均一性が存在する。そのため，  

推定には一般化最小二乗法（GI5）が用いられる。  

乾＝α＋餌∫＋匝f＋均f）  （4）   

各モデルの適用判断は概ね次のとおりである。  

プーリング・モデルと固定効果モデル（uDVモデ  

ル）については，後者に付加される国別の定数項が   

シンプルな生産関数によるアプローチを前提とす  

れば，資本ストックの蓄積や労働力供給に及ぼす  

効果を考察することになる。1980年から2001年ま  

での21年間という期間を考慮すれば，このような  

倶給面からの接近が適切と考えられる。ⅠⅠⅠでは主  

として，この点に関する実証分析の結果を紹介す  

る。第二は，こうした生産要素の影響を前提とし  

た上で，社会支出の拡大が経済成長に及ぼす影響  

を探ることになる。この点の実証分析の結果はⅣ  

で紹介される。   

社会保障の規模が拡大することによって生じる  

と考えられる，経済成長への主たる影響を整理す  

ると，次の四つがある。   

①社会支出の拡大，とりわけ年金支出の増加は，  

高齢者などに村して労働供給のインセンティ  

ブを低下させ，その結果労働力率を低下させ  

ることにつながる。このことは，年金の早期  

引退効果としても知られる。   

②年金給付の充実は，引退後に備えるため貯蓄  

の必要性を低下させ，その結果，民間貯蓄率  

の低下をもたらす（Horioka（1989），加藤   

（1998）など参照）。これは，投資資金の縮小か  

ら資本ストック蓄積速度を遅らせることにな  

り，経済成長に負の効果をもたらす。   

③社会保障制度など政府を通じた所得再分配の  

活発化は，政府そのものが持つ非効率性など  

から，マクロ経済全体の効率性を損ない，こ  

のことが成長力を低下させる。   

④社会保障支出等の増加が政府支出の拡大をも  

たらし，財政赤字を悪化させる。財政赤字の  

悪化がクラウド・アウトをもたらして金利を  

上昇させ，投資を減少させ，需要面・供給面の  

双方から成長に負のインパクトをもたらす9）。   

以上の観点は，実は1970年代に生じた福祉国家  

に村する批判と同様なものである。とりわけ，長  

期的な経済成長をみる上で重要な要因は，供給面  

における貯蓄率，労働力人口といった生産要素へ  

の影響であろう。なお，これとは別に，社会支出  

の増加が成長に寄与するという視点もある。その  

代表が，経済成長と不平等の改善が並行してみら  

れるという「クズネッツの逆U字仮説」である。  
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効果的であるかどうかの視点から，F検定によっ  

て判断を行う10）。また，固定効果モデルと変量効  

果モデルの適用判断としては，ハウスマン検定を  

用いる。ハウスマン検定の帰無仮説は「変量効果  

モデルが適切である」というものであり，検定統  

計量（これはカイニ乗分布にしたがう）が大きい場  

合，帰無仮説を棄却し固定効果モデルを選択する  

ことになる。  

（2）実証分析の結果   

実証分析に用いるデータは，被説明変数として  

貯蓄率および労働力人口増加率，説明変数として  

社会支出の規模，高齢化比率（65歳以上人口比  

率），1期前一人当たり GDPである。貯蓄率は  

OECD“NationalAccounts”から，また労働力人口  

はOECD”I．abourMa止etStatistics，，から得た11）。1  

期前一人当たりGDPは，各国の実質GDPを，為  

替レートを用いてドルベースに変換した後，対数  

化した値を用いている。社会支出の規模は各国の  

社会支出の総額の名目GDPに対する比率と，年金  

支出（老齢年金のみ）の名目GDPに対する比率の  

二つを用意した。   

表1は，その推定結果を示したものである。   

① 単回帰の結果   

表1の〈1〉～〈3〉および〈8〉，〈9〉が単回帰の結  

果である。〈1〉と〈2〉は貯蓄率を社会支出の規模  

の上に回帰させたものであり，プーリング・モデ  

ルでは社会支出の規模の係数は－0．30であるのに  

対し，固定効果モデルでは－0．67と絶対値が大き  

くなっている。以上の結果から，社会支出の規模  

は有意に貯蓄率を低下させる方向に働いているこ  

とがみてとれる。〈3〉は貯蓄率を年金支出の規模の  

上に回帰させた結果であるが（固定効果モデル），  

その係数は－1．06で有意である。なお，〈2〉と〈3〉  

の固定効果モデルでは，その決定係数も比較的高  

くなっている。   

〈8〉と〈9〉は労働力人口増加率を社会支出規模  

の上に回帰したものであるが，〈8〉のプーリング・  

モデルの係数は－0．06であるのに対し，固定効果  

モデルでは－0．15であった。係数は有意であるも  

のの，モデルの決定係数は低く，必要な説明変数  

が欠落している疑いがある。  

（∋ 重回帰の結果   

社会支出の規模に加えて，高齢化比率や1期前  

一人当たりGDPを説明変数に加えたものである。  

高齢化比率は，ライフサイクル仮説等に基づく貯  

蓄率の低下や労働力の年齢別構成の変化を，また1  

期前一人当たりGDPは経済水準の効果をコント  

ロールするために用いている。   

〈4〉、〈6〉は貯蓄率を説明変数として，〈4〉と〈5〉  

は固定効果モデルを，〈6〉は変量効果モデルを適用  

したものである。また〈5〉では説明変数と撹乱項  

の相関の可能性を考慮して操作変数法を適用し  

た12）。社会支出規模の係数を取り上げると，固定  

効果モデル〈4〉では－0．86，操作変数法による〈5〉  

では－0．65，また〈6〉の変量効果モデルでは一0．82  

となり，単回帰の結果よりも大きな絶対値が得ら  

れている。なお，ハウスマン検定の結果，固定効  

果モデルと変量効果モデルでは固定効果モデルが  

選択される。〈7〉は年金支出の規模を説明変数に用  

いたものであり，その係数は－0．93で有意であっ  

た。なお，〈4〉～〈7〉に適用した高齢化比率の係数  

はすべてマイナスで有意であった。   

〈10〉～〈12〉は労働力人口増加率を被説明変数と  

したものである。〈10〉の固定効果モデルでは社会  

支出の規模の係数は－0．17であったが，〈11〉の変  

量効果モデルでは－0．07となった。また，〈12〉は  

年金支出の規模を説明変数としたが，その推定さ  

れた係数は－0．32であった。〈10〉～〈12〉のすべて  

において高齢化比率の係数はマイナスであったが  

いずれも有意ではなかった。なお，〈10〉～〈12〉は  

調整済み決定係数が低く，定式化の課題が残って  

いる。   

以上の推定結果を総合すると，社会支出の規模  

の拡大は貯蓄率に関して有意にマイナスに影響し  

ている。また，労働力人口増加率に関してもマイ  

ナスの符号が得られたが，決定係数の低さから貯  

蓄率ほどには明確に判断できない点も残る。いず  

れにせよ，社会支出の拡大は生産要素の増加に対  

して負の効果を有し，供給面から経済成長率にマ  

イナスの影響を与えていることが疑われる。   
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ⅠⅤ 経済成長と社会支出の拡大  

1経済成長率と社会支出①一単回帰  

（1）プーリング・モデルによる推定   

社会支出の規模の拡大が経済成長に及ぼす影響  

について，パネル・データを用いた分析を行う。  

最初に，パネル・データが示す両者の関係を図に  

示し，その特徴を考察し，次いでプーリング・モ  

デルによって統計的な関係を探ることとする。   

図3の散布図は，縦軸に実質経済成長率，横軸  

にGDPに占める社会支出の比率（以下では，社会  

支出の規模と称する）の増分を取ったものである。  

社会支出の規模そのものではなくその増分を用い  

たのは，両軸ともフロー指標とする方が，社会支  

出の規模拡大が成長に及ぼす効果をより的確に反  

映すると考えたためである。なお，実質経済成長  

率は，OECD，“NationalAccounts，，を利用して算出  

している。   

実質経済成長率をRGDPとし，図3に含まれる  

501サンプルから，両者の関係をプーリング・モデ  

ルで推定すると（5）式が得られる。  

点C上）P＝0．003－1．311×50且Ⅹ  （5）  

（29．5）（－11．6）  

（5）式の推定期間は1981～2001年であり，上で  

述べた26カ国をすべて含み，調整済み決定係数は  

0．212であった（なお，以下で紹介する表2の〈3〉ケー  

スがこれに相当する）。  

ⅠⅠⅠでみたように，社会支出の規模はサンプル期  

間において拡大傾向にあるものの，90年代には各  

国における社会支出規模の格差が縮小傾向にあっ  

た。こうした点を考慮すると，1980年代と90年代  

には，社会支出規模が経済成長に及ぼす影響が変  

化した可能性も考えられる。そこで，サンプルを  

1980年代と90年代以降の二つに分割し，同様に  

プーリング・モデルで推定したが，社会支出規模  

の係数は，1980年代が－1．311，また90年代以降  

については－1．313と，（5）式とほぼ同じ値の係数  

が推定され，構造変化の疑いはないと結論するこ  

とができた。  

（2）固定効果モデル等による推定   

プーリング・モデルでは考慮できない国別の異  

（29．5）（－11．6）   

資料）OECD（2004），“SocialExpendituredatabase”，‘‘Na－  

tionalAccounts”．  

図3 経済成長率と社会保障支出の増加  

質性を考慮して，固定効果モデルあるいは変量効  

果モデルによって，経済成長と社会支出規模の関  

係を単回帰によって推定した結果が表2にある。   

表2の〈1〉，〈3〉，〈6〉はプーリング・モデルの結  

果であり，〈3〉は上で紹介したものである。〈1〉は  

説明変数として設定した社会支出規模が，名目  

GDPに占める比率の増分ではなく，水準そのもの  

を説明変数としたものである。このモデルで推定  

された係数は－0．088で有意であったが，調整済み  

決定係数は0．06と低いものであった。〈6〉は，単  

回帰であるために重要な説明変数が欠落し，その  

結果，説明変数である社会支出規模と撹乱項との  

間の相関の可能性を有することを考慮し，操作変  

数法によって推定した結果である。操作変数には1  

期前のラグ変数を採用している。推定された社会  

支出規模の増分に村する係数は－2．524と，0Ⅰ5に  

よる推定に比べ絶対値の水準が大きくなっている。  

なお，〈3〉のケースの調整済み決定係数と比較する  

と，その値は0．043と大幅に下回っている。   

〈2〉，〈4〉，〈7〉は固定効果モデルによる推計の結  

果である。〈2〉は説明変数に社会支出規模の水準を  

選択したものであるが，その決定係数は増分を説  

明変数としたものと比べやはり小さくなっている。  

〈4〉は説明変数に社会支出規模拡大の増分をとり，  

0Ⅰ5によって推定した，もっとも基本的な結果で  

ある。定数項は0．031，また社会支出規模の推定さ  

れた係数は－1．296でいずれも有意であり，調整済  

み決定係数も0．333と比較的高い値をとっている。   
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表2 経済成長率への影響一パネル分析の結果②（単回帰）  

51J研〃＝1r T）6  39  

〈1〉   〈2〉   〈3〉   〈4〉   〈5〉   〈6〉   〈7〉   〈8〉   

モテブル   プーリング  同定効果  プーリング  固定効果  変量効果  プーリング  固定効果  変量効果   

推定方法   0ⅠノS   0Ⅰ一S   0Ⅰ一S  0【＿S   G【一S   ⅠⅤ   ⅠⅤ   ⅠⅤ   

定数項  0．0461  0．062  0．0310  0．0310  0．0314  0．0335  0．0338  0．0342  

（13．62）  

社会支出比率（水準）  

（－5．555）   

社会支出比率（増分）  －1．3109   

（－11．64）  （－12．11）  ト12．21）  （6．413）  （一5．926）  （－6．192）   

adjR2   0．0556  0．1573  0．2120  0．3334  0．2327  0．0427  0．1192  0．0161   

S．e．   

サンプル数   508   508   501  

F値  3．441＊＊  501  501  0．0252  0．0238  0．0229  0．0211  0．0211  0．025  0，024  0．0238  
ハウスマン検定  0，0182   

注）1）OECD（2004），‘‘SocialExpendituredatabase－－などから作成。作成方法や変数については本文を参照され  

たい。  

2）被説明変数は実質経済成長率である。  

3）括弧内はf値である。  

4）推計期間は1980、2001年。データベースには欠損値がある，アンバランスド・パネルである。  

5）F値は固完効果モデルとプーリング・モデルの選択，ハウスマン検定は固定効果モデルと変量効果モデ  

ルの選択の指標である。  

＊は5％有意水準で，＊＊は1％有意水準で帰無仮説が棄却されることを示す。  

とする。  

2 経済成長率と社会支出②重回帰  

（1）推定式の設定   

経済成長率の説明変数としては，社会支出規模  

の増分に加え，供給面から成長に影響を及ぼすと  

考えられる貯蓄率，労働力人口等を取り入れる。  

一般的な生産関数を前提とすると，生産要素とし  

て資本ストック，労働力人口および技術水準が考  

慮され，これらの投入水準からGDPが決定され  

る。ここでの実証分析における被説明変数は経済  

成長率であるので，生産関数に組み込まれる要素  

のフローを説明変数として取り上げることとする。  

そのため，貯蓄率および労働力人口増加率が説明  

変数に加わる13）。これに加えて，高齢化比率も説  

明変数として準備した14）。以上から，一般的な推  

定式は（6）式となる。   

経済成長率＝F（社会支出規模の増分，貯蓄率，  

労働力人口増加率，高齢化指標）（6）   

貯蓄率，労働力人口増加率に事前に期待される   

なお，〈3〉のプーリング・モデルとの選択にあって  

は，F検定によって〈4〉の固定効果モデルが選択  

されている。〈7〉は同様な定式化のもとで操作変数  

法により推定した結果である。〈4〉に比べ，社会支  

出規模の係数の推定値は－2．524と大きな値が得ら  

れたが，調整済み決定係数は0．119と低い水準と  

なっている。   

〈5〉と〈9〉は変量効果モデルによる推定結果で  

ある。〈9〉では推定に操作変数を用いている。〈5〉  

で得られた係数推定値は固定効果モデルのケース  

である〈4〉とほぼ近い値が得られている。調整済  

み決定係数は高くないものの，ハウスマン検定で  

は変量効果モデルが選択されている。〈9〉も同様に  

く7〉と近い値が推定されている。   

以上の結果を整理すると，社会支出規模の拡大  

は経済成長にとって有意にマイナスの影響を及ぼ  

していることが示唆される。もちろん，成長率を  

決定するのは社会支出規模の拡大だけではない。  

このことをさらに確認するため，経済成長の供給  

面からの要因を取り入れた重回帰分析を行うこと  
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の増分に対しては－－1．823という係数が推定され，  

いずれも有意であった。   

データの紹介でも述べたように，社会支出には  

失業支出が含まれる。経済成長の鈍化は失業率を  

上昇させ失業支出を増加させると考えられるから，  

ここで分析している供給面からみた社会支出と経  

済成長のメカニズムとは異なる短期の影響があわ  

せて計測される可能性がある。そのため，〈9〉では  

社会支出から失業支出を除いた変数を説明変数と  

して推定を行った結果である。社会支出の係数推  

定値は－1．069であり，他のケースと大きく異なる  

ことはなかった。   

次に〈10〉は，図1にあるように，北欧3カ国  

（スウェーデン，ノルウェー，フィンランド）が社  

会支出規模に関してやや特異な値を示しているこ  

とから，これら3カ国を除いて固定効果モデルで  

推定したものである。しかしながら，社会支出規  

模の影響は－1．040と北欧3カ国を加えた全サン  

プルのケース（〈2〉など）と比較しても大きな差は  

なかった。最後に〈12〉は〈11〉に対応する固定効  

果モデルであり，〈2〉に高齢化比率を加えたもので  

ある。高齢化比率の係数はプラスであった15）。   

〈3〉，〈13〉は変量効果モデルによる推定結果であ  

る。〈3〉は〈2〉の固定効果モデルに対応するもの  

であるが，社会支出規模の係数は一1．080と〈2〉よ  

り絶対値でやや大きな値となっている。貯蓄率，  

労働力人口増加率の符号はプラスで有意であった。  

〈13〉は〈12〉に村応するものであるが，同様に社  

会支出規模の係数は1．108と〈12〉に比べ絶対値  

でやや大きくなっている。なお，ハウスマン検定  

の結果から，いずれも固定効果モデルが選択され  

ている。   

以上の推定結果をまとめると，社会支出の規模  

は経済成長率に対して有意にマイナスの影響を与  

えており，またこの比率が1％ポイント増加する  

と，経済成長率もおおむね1％ポイント低下する  

という結果となっている。一方，長期的に経済成  

長を促進する要素である貯蓄率および労働力人口  

増加率は有意にプラスの効果を持っていることも  

併せて示すことができた。   

符号条件はプラスである。  

（2）推定結果   

表3は推定結果を整理したものである。   

〈1〉，〈4〉，〈11〉はプーリング・モデルによる結  

果である。〈1〉 では，社会支出規模の係数は  

－1．110と負かつ有意であり，単回帰のケース〈4〉  

と近い値が得られている。また，貯蓄率，労働力  

人口増加率とも有意にプラスであった。〈4〉のモデ  

ルは，国別の分散不均一性を処理するためにGI5  

で推定した結果であるが，社会支出規模の増分に  

ついては〈1〉とほぼ同様な結果が得られている。  

また，その他の説明変数についても，その符号条  

件を満足し有意であった。〈11〉は，〈1〉に高齢化  

指標を加えたものである。このときの社会支出規  

模に関する係数は－1．148と，高齢化指標を加えて  

もその値はほとんど変化がなかった。なお，高齢  

化指標についてはマイナスの符号で推定されてい  

る。   

〈2〉，〈5〉～〈9〉，〈12〉は固定効果モデルによる推  

定結果である。〈2〉は〈1〉のプーリング・モデル  

に対応するものであるが，F検定で帰無仮説が棄  

却され，固定効果モデルが選択されている。〈2〉の  

推定結果をみると，社会支出規模の係数は1．027  

と〈1〉と比べて絶対値で小さくなっている。貯蓄  

率と労働力人口増加率の係数はプラスで有意な値  

が得られ，符号条件が満たされている。また，〈2〉  

の調整済み決定係数は0．421と比較的高い値が得ら  

れている。〈5〉は〈4〉のプーリング・モデルに相  

応するものであり，F検定では〈5〉の固定効果モ  

デルが選択される。社会支出の規模に関しては  

－1．019と〈2〉と比較的近い値が計算された。この  

場合も貯蓄率，労働力人口増加率は有意にプラス  

で推定された。〈6〉は，説明変数には国別ダミーに  

加え，（表3に推定結果は報告していないが）時間  

ダミー を加えて固定効果モデルを推定したもので  

ある。社会支出の規模の係数は－0．929と絶対値の  

水準でやや低下したが，貯蓄率，労働力人口増加  

率の係数は大きな違いはなかった。〈7〉，〈8〉はそ  

れぞれ社会支出規模に総計ではなく，それぞれ年  

金支出，医療支出の値を用いたものである。年金  

支出規模の増分に対しては－2．284，医療支出規模  
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表4 経済成長率への影響－パネル分析の結果（彰  

（期間別）  

3 経済成長率と社会支出⑨一期間の違いによる効   

果   

以上で推定された結果は，期間にかかわらず頑  

健なものであろうか。この点を確認するため，  

1980～2001年までのデータ期間を前半（1980～  

1990年）と後半（1990～2001年）に分割し，それ  

ぞれ固定効果モデルによって推定を行った。表4  

はその結果を示したものである。く1〉と〈2〉は表  

3の〈2〉を前後半に分けたものであるが，社会支  

出に関する係数は前半が－0．705，後半が－1．101  

であり（全期間では－1．027），社会支出と経済成長  

の負の関係が1990年代以降において強まっている  

ことが示唆される。〈3〉と〈4〉は社会支出のうち  

失業支出を除いたものを説明変数としたもので，  

表3の〈9〉を前後半に分割したものである。社会  

支出に関する係数は前半が－0．861，後半が－1．037  

と，上記とほぼ同じ結果が得られた。  

Ⅴ お わ り に  

実証分析では，社会保障の規模の拡大が経済成  

長に及ぼす影響を検討してきた。その結果，社会  

保障制度の規模の代理変数となる社会支出規模の  

拡大は経済成長に負の影響をもたらすという結果  

が得られた。この点を踏まえ，本稿の主題である，  

社会保障の規模と政府の役割について考えてみよ  

う。   

社会保障制度の拡大は，当初にも述べたように，  

政府が行うべき三つの役割のうち，資源配分機能  

および所得再分配機能を担うものとして捉えるこ  

とができる。一方，短期的あるいは長期的な成長  

政策をも政府が担う役割であるとするならば，社  

会保障制度の拡充は経済安定化機能，あるいは成  

長支援機能に対して相反するものとなる可能性を  

有する。ある意味では，社会保障制度の充実と経  

済成長にはトレードオフが存在することになるの  

であるから，政府がその役割を実行する際には，  

困難な選択の問題に直面することになる16）。   

わが国など高齢化の進展する先進国では社会保  

障に関する支出の増加は不可避である。加えて，  

少子化による将来の労働力人口の減少や，高齢化  

〈1〉   〈2〉   〈3〉   く4）  

推定期間  1980－1990  1990－2001  198（ト1990  1990－2001   

定数項  －0．0152  0．0117  －0．0181  0．0091  

（－1．879）  （2．411）  （－2．221）  （1．927）  

社会支出比率（増分）  

（－4．427）  （－7，383）  （－3，904）  （一5．796）  

貯蓄率  0．4315  0，1563  0．4526  0．1796  

労働力人口増加率  0．1302  0．2827  0．1682  0．2839  

（1．076）  （4．401）   （1．370）  （4．325）   

a4jR2   0．3341  0．4530  0．3301  0．4000   （5．417）  （3，381）  （5．671）  （3．827）               柑  
0，0164  0．0209  0．0165  0．0210   

S．e．          サンプル数  154   267   150   251   

注）1）データ等については表3参照。  

2）推定方法は0Ⅰ5，直走効果モデルである。  

3）〈3〉，く4〉の社会支出は失業関連支出を除いたもの  

である。  

に伴う貯蓄率の低下が生じれば，さらにマクロ経  

済の潜在的な成長力を低下させることにつながり  

かねない。政府は今後，社会保障の充実と経済成  

長のトレードオフを前提として，さらに難しい舵  

取りを迫られることになる。政府の役割とは何か，  

担うべき機能iま何か，改めて議論する段階に来た  

のではないだろうか。  
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注   
1）こうした議論の端緒はAtkinson（1995a，b）や  
宮島（1992）である。   

2）政府が社会保障制度を運営する理由はこれ以  

外に多数掲げることができる。加藤（2003）他，  

社会保障あるいは財政学のテキストを参照された  
い。   

3）oECDによる国際統計の他心こ，ILOが長年取  
りまとめてきたデータベースも存在する。しかし  
ながら，近年ILOのデータベースが更新されて  

いないため，社会保障諸制度に関連する施設整備   
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費なども含まれ，やや社会保障関連支出の範囲を   

広く取っているOECDのデータベースを用いる   

こととした。詳細については，勝又・山田   
（1999）あるいは国立社会保障・人口問題研究所   

『社会保障給付費』（各年版）などを参照されたい。  

4）分析対象の国は，オーストラリア，オーーストリ   

ア，ベルギー，カナダ，デンマーク，フィンラン   

ド，フランス，ドイツ，ギリシア，アイスラン   

ド，アイルランド，イタリア，日本，韓国，ルク   
センブルク，メキシコ，オランダ，ニュージーラ   

ンド，ノルウェー，ポルトガル，スペイン，ス   

ウェーデン，スイス，トルコ，イギリス及びアメ   

リカである。  
5）名目で公表されている社会支出の値をGDPデ   

フレ一夕を用いて実質化した。  
6）平均と標準偏差は26カ国全体で計算している。   

しかしながら，時系列データには欠損値のある国   

もあり，すべてのデータが揃っている20カ国を   

取り出してもその傾向は変わらない。この20カ   

国の1980年の平均は18．4％，標準偏差は6．0％   

であったが，1990年ではそれぞれ20．4％，6．6％，   

また2001年ではそれぞれ21．89も，5．2％である。  

7）社会支出を構成する項目のうち，老齢年金及   

び医療支出を取り出して同様に平均と標準偏差の   
推移をみると，年金，医療支出ともにその規模は   

拡大しているが，標準偏差からみると医療支出は   

国別格差が縮小している一方，年金支出は逆に拡   

大傾向にある。  
8）65歳以上人口比率はOECDの‘‘hbourMarket   
Statistics”などから作成した。  

9）わが国では明確なクラウド・アウトによる金利   

上昇は観測されていない。  
10）検定統計量は，  

が計算されるとすれば，これに対応する説明変数   

として，成長率＝F（貸本ストックの増分≒貯蓄，   

労働力人口の増分，その他）とすることが適切で   

あると考えた。なお，説明変数間の相関について   

は，表1の各モデルの決定係数が比較的ノ」、さいこ   

とから，問題はないと判断している。  

14）高齢化指標は技術水準の代理指標として考え   

ることも可能である。技術水準と高齢化の関係な   
どについては加藤（2001）など参照。  

15）なお，わが国のみを取り出して推定を行うと，   

社会支出規模の係数は一3．4程度と，パネル分析   

の結果に比べ大幅に高い値となる。この点をさら   
に確認することが今後の課題である。  

16）具体的な政策事例としては，医療支出の増加   

に対してマクロ経済指標を考慮する，といった経   

済財政諮問会議の提言などがこれに相当すると考   

えられる。   
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数の数であり，帰無仮説は，「定数項がすべて等   

しい（プーリング・モデルが適切）」となる。そ   
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